
18,480 1,771,493 1246 10 0.8%

D 3,080 139,686 1504 21 1.4%

E 3,080 139,336 1184 20 1.7%

I 3,080 436,849 2141 34 1.6%

M 3,080 342,132 925 11 1.2%

N 3,080 277,780 520 10 1.9%

3,080 435,710 999 18 1.8%

G 情報通信業 11 1,825 873 312 35.7%

H 運輸業、郵便業 93 17,098 638 72 11.3%

J 金融業、保険業 35 6,011 891 159 17.8%

K 不動産業、物品賃貸業 767 134,240 753 29 3.9%

L 学術研究、専門・技術サービス業 1,058 86,842 2057 72 3.5%

O 教育、学習支援業 346 77,148 407 30 7.3%

P 医療、福祉（病院、一般診療所、歯科診療所を除く） 348 62,170 764 50 6.5%

Q 複合サービス事業 15 3,201 526 78 14.8%

R サービス業（他に分類されないもの） 407 47,175 1211 54 4.5%

は、誤差率が20％以上又は計算不能

は、誤差率が15％以上20％未満

1

サービス業（上記産業を除く）

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

新標本設計の個人企業当たり売上高等（全国×産業大分類）

製造業

卸売業、小売業

建設業

調査産業計

産業大分類 集計客体数 個人企業数
個人企業当たり売上高

平均値(万円) 標本誤差(万円) 誤差率(%)

■使用データ：平成24年経済センサス－活動調査 

■集計対象 ：個人企業（パチンコ景品交換所等の極端に売上高が高い個人企業を除く） 
■計算方法 ：回収率は50％と仮定し、標本サイズの半分を集計客体数として算出 

       平均値、標本誤差、誤差率は、100回のリサンプリングにより算出 

       また、「サービス業（上記産業を除く）」の内訳の集計客体数も100回のリサンプリングの平均値 

別紙２ 



平均値 標本誤差 誤差率(%)

06 総合工事業 1,338 46,312 2065 57 2.8%
07 職別工事業(設備工事業を除く) 1,203 66,067 1163 28 2.4%
08 設備工事業 485 24,927 1349 55 4.1%
09 食料品製造業 439 14,075 1747 94 5.4%
10 飲料・たばこ・飼料製造業 56 1,558 2244 341 15.2%
11 繊維工業 373 21,641 787 42 5.3%
12 木材・木製品製造業（家具を除く） 139 5,345 1420 152 10.7%
13 家具・装備品製造業 252 12,305 1014 60 5.9%
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 61 2,704 1222 162 13.3%
15 印刷・同関連業 156 8,098 973 69 7.1%
16 化学工業 7 242 --- --- ---
17 石油製品・石炭製品製造業 1 21 --- --- ---
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 134 4,994 1681 181 10.8%
19 ゴム製品製造業 39 1,548 1690 368 21.8%
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 64 2,989 1510 318 21.1%
21 窯業・土石製品製造業 122 6,217 936 91 9.7%
22 鉄鋼業 47 2,055 1399 268 19.2%
23 非鉄金属製造業 33 1,531 1365 253 18.5%
24 金属製品製造業 390 17,673 1218 70 5.7%
25 はん用機械器具製造業 75 3,382 1286 133 10.4%
26 生産用機械器具製造業 199 9,150 1243 93 7.5%
27 業務用機械器具製造業 36 1,545 1191 218 18.3%
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 28 1,091 1294 293 22.6%
29 電気機械器具製造業 69 2,856 1322 177 13.4%
30 情報通信機械器具製造業 7 313 1164 597 51.3%
31 輸送用機械器具製造業 95 4,099 1272 142 11.2%
32 その他の製造業 228 12,520 885 58 6.5%
37 通信業 0 93 --- --- ---
38 放送業 0 6 --- --- ---
39 情報サービス業 3 511 --- --- ---
40 インターネット附随サービス業 1 110 --- --- ---
41 映像・音声・文字情報制作業 7 991 --- --- ---
43 道路旅客運送業 49 11,312 372 31 8.2%
44 道路貨物運送業 35 4,725 1114 220 19.8%
45 水運業 3 294 --- --- ---
47 倉庫業 1 68 --- --- ---
48 運輸に附帯するサービス業 4 506 --- --- ---
49 郵便業（信書便事業を含む） 0 14 --- --- ---

I 卸売業、小売業 50 各種商品卸売業 1 109 --- --- ---
51 繊維・衣服等卸売業 24 3,088 2346 547 23.3%

2

新標本設計の個人企業当たり売上高等（全国、産業中分類）

集計客体数 個人企業数
個人企業当たり売上高（万円）

建設業

製造業

産業大分類

D

E

産業中分類

運輸業、郵便業H

情報通信業G



平均値 標本誤差 誤差率(%)

52 飲食料品卸売業 139 13,328 3703 375 10.1%
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 86 9,323 2979 401 13.5%
54 機械器具卸売業 50 5,205 3127 488 15.6%
55 その他の卸売業 41 5,946 2139 356 16.6%
56 各種商品小売業 2 344 --- --- ---
57 織物・衣服・身の回り品小売業 235 48,535 1008 71 7.0%
58 飲食料品小売業 1,212 153,088 2834 97 3.4%
59 機械器具小売業 314 47,560 1972 108 5.5%
60 その他の小売業 898 134,560 1707 67 3.9%
61 無店舗小売業 55 11,814 870 135 15.5%
64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関 9 871 2208 1492 67.6%
65 金融商品取引業，商品先物取引業 0 11 --- --- ---
66 補助的金融業等 0 11 --- --- ---
67 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む） 26 5,077 739 128 17.3%
68 不動産取引業 56 7,610 1205 217 18.0%
69 不動産賃貸業・管理業 683 122,668 716 26 3.6%
70 物品賃貸業 16 2,285 1064 472 44.4%
71 学術・開発研究機関 1 105 --- --- ---
72 専門サービス業（他に分類されないもの） 863 61,333 2460 109 4.4%
73 広告業 3 297 --- --- ---
74 技術サービス業（他に分類されないもの） 188 24,629 1100 76 6.9%
75 宿泊業 169 18,196 935 70 7.5%
76 飲食店 2,767 313,550 910 12 1.3%
77 持ち帰り・配達飲食サービス業 126 8,560 1418 130 9.2%
78 洗濯・理容・美容・浴場業 2,660 248,705 473 8 1.6%
79 その他の生活関連サービス業 229 17,384 689 69 10.0%
80 娯楽業 179 10,729 1330 210 15.8%
81 学校教育 13 645 6153 3246 52.8%
82 その他の教育，学習支援業 333 76,503 369 24 6.6%
83 医療業（病院、一般診療所、歯科診療所を除く） 318 58,994 718 45 6.3%
84 保健衛生 1 219 --- --- ---
85 社会保険・社会福祉・介護事業 28 2,893 1699 447 26.3%

Q 複合サービス事業 86 郵便局 15 3,201 526 78 14.8%
88 廃棄物処理業 16 1,216 1904 714 37.5%
89 自動車整備業 268 27,684 1415 84 5.9%
90 機械等修理業（別掲を除く） 50 8,164 758 120 15.9%
91 職業紹介・労働者派遣業 3 407 --- --- ---
92 その他の事業サービス業 31 4,537 970 218 22.5%
94 宗教 4 1,008 81 313 ---
95 その他のサービス業 0 104 --- --- ---

は、誤差率が20％以上又は計算不能
は、誤差率が15％以上20％未満

3

P
医療、福祉（病院、一
般診療所、歯科診療所
を除く）

産業中分類 集計客体数 個人企業数産業大分類

L

個人企業当たり売上高（万円）

サービス業（他に分
類されないもの）

R

宿泊業、飲食サービ
ス業

M

生活関連サービス
業、娯楽業

N

教育、学習支援業O

金融業、保険業J

不動産業、物品賃貸
業

K

学術研究、専門・技
術サービス業

新標本設計の個人企業当たり売上高等（全国、産業中分類）

I
卸売業、小売業

（つづき）

※使用データ、集計対象、計算方法は、別紙２の１頁の「新標本設計の個人企業当たり 

 売上高等（全国×産業大分類）」と同様 



平均値(万円) 標本誤差(万円) 誤差率(％)

調査産業計 2,050 218,364 1070 24 2.2%

建設業 310 18,300 1474 66 4.4%

製造業 280 10,586 1081 54 5.0%

卸売業、小売業 310 51,230 2034 86 4.2%

宿泊業、飲食サービス業 396 43,752 812 28 3.4%

生活関連サービス業、娯楽業 384 41,403 376 17 4.6%

サービス業（上記産業を除く） 370 53,093 752 37 4.9%

調査産業計 4,960 499,531 1221 18 1.5%

建設業 902 39,914 1256 30 2.4%

製造業 686 37,024 920 29 3.2%

卸売業、小売業 770 109,122 2141 67 3.1%

宿泊業、飲食サービス業 804 97,595 935 23 2.4%

生活関連サービス業、娯楽業 882 78,788 559 23 4.1%

サービス業（上記産業を除く） 916 137,088 1143 33 2.9%

調査産業計 1,158 105,173 1242 36 2.9%

建設業 258 12,015 1574 77 4.9%

製造業 212 11,697 1001 54 5.4%

卸売業、小売業 184 27,254 2039 115 5.6%

宿泊業、飲食サービス業 160 17,317 1051 66 6.3%

生活関連サービス業、娯楽業 184 16,233 497 35 7.0%

サービス業（上記産業を除く） 160 20,657 881 64 7.3%

調査産業計 2,462 233,690 1366 28 2.0%

建設業 472 20,020 1567 52 3.3%

製造業 516 24,869 1246 49 3.9%

卸売業、小売業 376 54,051 2448 95 3.9%

宿泊業、飲食サービス業 376 44,815 1010 40 3.9%

生活関連サービス業、娯楽業 364 34,038 577 31 5.4%

サービス業（上記産業を除く） 358 55,897 1068 52 4.8%

4

関東

北陸

東海

新標本設計の個人企業当たり売上高等（地方×産業大分類（６区分））

集計客体数 個人企業数
個人企業当たり売上高

北海道・東北



平均値(万円) 標本誤差(万円) 誤差率(％)

調査産業計 3,324 301,973 1437 26 1.8%

建設業 388 18,775 1956 83 4.2%

製造業 690 31,736 1530 53 3.4%

卸売業、小売業 646 80,475 2318 78 3.4%

宿泊業、飲食サービス業 588 60,190 947 27 2.9%

生活関連サービス業、娯楽業 490 38,929 680 38 5.6%

サービス業（上記産業を除く） 522 71,868 1096 51 4.6%

調査産業計 2,194 177,362 1116 26 2.3%

建設業 360 13,897 1333 59 4.5%

製造業 360 10,724 1118 53 4.7%

卸売業、小売業 366 49,156 1862 80 4.3%

宿泊業、飲食サービス業 364 32,354 857 34 4.0%

生活関連サービス業、娯楽業 374 29,790 460 26 5.6%

サービス業（上記産業を除く） 370 41,441 831 39 4.7%

調査産業計 2,332 235,400 1194 26 2.1%

建設業 390 16,765 1635 53 3.2%

製造業 336 12,700 1278 60 4.7%

卸売業、小売業 428 65,561 2006 80 4.0%

宿泊業、飲食サービス業 392 46,109 899 36 4.0%

生活関連サービス業、娯楽業 402 38,599 439 19 4.3%

サービス業（上記産業を除く） 384 55,666 854 37 4.3%

5

個人企業数
個人企業当たり売上高

九州・沖縄

近畿

中国・四国

新標本設計の個人企業当たり売上高等（地方×産業大分類（６区分））

集計客体数

 

※使用データ、集計対象、計算方法は、別紙２の１頁の「新標本設計の個人企業当たり売上高等（全国×産業大分類）」と同様 


